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Ⅰ 行政改革大綱策定の背景と必要性 
 

１ 社会情勢の変化と対応 

 妙高市では、全国の多くの地方自治体と同様に、少子高齢化、人口減少が、今後さらに

進行することが予想されており、地域の経済活動の縮小、社会保障費の増大、社会活力の

低下をもたらし、地域コミュニティの活動や組織の維持、存続にも大きな影響を及ぼすも

のと考えられます。 

こうした社会情勢の変化に対応するため、第７次行政改革においては、「市民との協働

によるまちづくりの推進」と「経営的視点による持続可能な行財政運営の推進」の２つの

柱を掲げ、市民主体の共助活動の促進や市民との相互理解の推進に取り組んだほか、健全

な財政運営の推進、質の高い行政体制の確立や効率的な行政活動の推進に取り組みました。 

 また、「定員適正化計画」に基づき、職員数は平成１７年度の市町村合併以降１４９人

減少し、平成３０年度では３２９人となり、計画値３３０人を達成しました。しかし、今

後は、人口減少とそれに伴う社会全体の人手不足が加速することから、必要な職員数を採

用することが厳しくなることが見込まれており、限られた職員体制の中で、適正な行政サ

ービスの提供が求められています。 

こうした課題に対応するため、不要不急な業務の削減に加え、現行の業務や今後想定さ

れる新たな業務を含め、さらなる効率化を図るとともに、持続可能な自治体であり続ける

ため、ＳＤＧs※1 の理念を取り入れながらスマート自治体※2 の実現を目指し、ＩＣＴ※3

などの新たな手法の導入、専門性の高い分野における民間委託の実施、さらに多様化する

市民ニーズに対応するための職員の意識改革やスキルアップを通じて、行政サービスを維

持するだけではなく、質の高いサービスを提供していけるよう、不断の改革を進めます。 

 

２ 市の財政状況 

 歳入の基幹である市税は、人口減少とともに減少していきます。平成３０年度の市税収

入は約４７億円、過年度滞納分がまとまって入った平成２７年度を除き※4１番目に多かっ

た平成１９年度の約５７億円と比較すると約１０億円の減少となっています。 

 一方、歳出は地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標である、経常収支

比率※5 は、平成３０年度８１．７％と市町村合併年度の８１．４％をほぼ同レベルで維

持しています。しかし、社会保障経費などの経常的経費が増加傾向にあり、高齢化社会が

もたらす財政への影響は、年々拡大するものと予想され、これまで以上に厳しい財政運営

が求められています。 

こうしたことから、重点的に解決すべき課題に特化した予算計上や行政内部における業

務のさらなる効率化、スリム化を図るとともに、行政が実施しなければならない業務範囲

を見極めたうえで、民間力の活用を進めます。また、他自治体との連携により、広域的に

利用することのできるシステム等を導入することでスケールメリットを実現するなど、歳

出削減に繋がる取組を強化します。 

 
※1 SDGs 

Sustainable Development Goals の略で、人類及び地球の持続可能な開発のために達成すべき課題とその具体的 
目標のこと。 

※2スマート自治体 
システムやＡＩ等の技術を駆使して、効果的・効率的に行政サービスを提供する自治体。 

※3 ICT 
Information and Communication Technology の略。情報・通信に関連する技術一般の総称です。中には

AI(Artificial Intelligence の略)というモノのデータ化や分析、自動化などが進展するものや、RPA(Robotic 
Process Automation の略)といったこれまで人間が行ってきた定型的なパソコン操作をソフトウェアのロボットに
より自動化するものがある。 

※4  
平成 27 年度の市税収入約 62億円については、過年度滞納分約 18億円がまとまって納付されたため、増収の大き 

な要因と判断し、比較対象外とした。 
※5 経常収支比率 

人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費に充当された一般財源の額が、地方税、普通税 
 を中心とする毎年度経常的に収入される一般財源、減税補てん債及び臨時財政対策債の合計額に占める割合。 
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図１[人口の推移] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
人口数…新潟県人口移動調査結果報告より 

 

 

図２[人口動態] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人口…新潟県人口移動調査結果報告より 

※各年度の人口動態データの対象期間は前年 10 月から当年 9 月まで  

※国勢調査実施年度（H17、H23、H28）は実績値を使用したため数値の増減に差が生じる 
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図３[職員数と定員適正化計画の比較] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※職員数、適正化計画数…定員適正化計画、職員数実態より 

 

図４[市税収入と経常的経費の推移]  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※地方財政状況調査より 
※平成 27年度の市税収入は、過年度滞納分約 18億円がまとまって納入され増額。 

単位：人 

5,450 

6,243 

4,869 4,829 
4,694 

H17 H27 H28 H29 H30

5,450 6,243 4,869 4,829 4,694

11,834 12,182 12,144 12,395 12,306

人件費 3,227 2,427 2,239 2,293 2,303
扶助費 1,105 2,263 2,257 2,297 2,256
公債費 2,580 1,856 1,768 1,755 1,757
物件費 1,310 1,599 1,655 1,960 2,086
維持補修費 779 763 1,064 1,070 1,021
補助費等 1,909 1,831 1,768 1,591 1,509
繰出金 924 1,443 1,393 1,429 1,374

市税収入

経常的経費

項　　目

単位：百万円 
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３ これまでの主な取組 

  ～市町村合併後～ 

〇第５次行政改革大綱（平成 17年～21年） 

・組織機構の見直し、事務事業の整理・統合、受益者負担の適正化 

市税等の徴収強化 等 

  ○第６次行政改革大綱（平成 22年～26年） 

・市民による共助活動の推進、民間委託の推進、定員適正化計画に基づく定員管理 

公共施設有効活用・再配置計画の策定 等 

  ○第７次行政改革大綱（平成 27年～令和元年） 

   ・市民主体の共助活動の促進、市民との相互理解の推進、健全な財政運営の推進 

    質の高い行政体制の確立、効率的な行政活動の推進 等 

 
 
 
４ 第７次行政改革の主な成果 

 

①市民主体の共助活動の促進 

○「自治基本条例」の認知度が向上 

自治基本条例について、町内会長会議や成人式における周知のほか、

広報紙で特集を組むなど、普及・啓発活動を進めたことで、まちづくり

市民意識調査における認知度は目標とした４０％を上回りました。併せ

て、条例の主旨である市民主体のまちづくりについては、市民活動支援

センターを中心に活動を展開した結果、市民自らが自治の主役となりコ

ミュニティ活動を推進するという意識が徐々に高まり、地域内での共助

活動が広がりを見せはじめています。 

 

○共助・協働活動の拡大 

少子高齢化に伴い、一部の地域では、高齢者等の買い物や通院、除雪

等の生活を支援するための共助組織が設立されるなど、地域での支え合

い、助け合い活動が広まりつつあります。また、緊急時や災害発生時に

おいて共助機能がより発揮できるよう、地域の自主防災組織による実践

的な訓練の実施率は、平成２７年度５０．８％に対し平成３０年度は、

７６．２％と向上、環境美化活動などの活動回数も平成２７年度１４０

回に対し平成３０年度２８１回に倍増しました。 

さらに、市民活動団体やＮＰＯ法人に対する活動支援により、活動組

織の増加や活動の定着が図られるとともに、町内会・大字・地域づくり

協議会等の地域コミュニティ組織においては、社会福祉協議会やコンビ

ニエンスストアなどの民間組織等との連携により、高齢者の日常生活支

援や買い物支援、見守り活動が行われるなど、市民主体の共助活動の輪

が広がりを見せ、徐々にではありますが、協働活動が根付きつつありま

す。 

 

 

（１）市民との協働によるまちづくりの推進 
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○地域づくりの支援体制を強化 

地域づくり活動への財政支援制度の整理・一本化を図り、新たに「地

域づくり活動総合交付金制度」を創設するとともに、地域の皆さんが主

体的に地域づくり活動の維持・活性化に取り組みやすくなるよう手続き

の簡素化や制度の見直しを行ったほか、町内会・大字・地域づくり協議

会等からの相談・支援窓口として平成３１年４月に「妙高市地域づくり

協働センター」を新設しました。 

 

 

②市民との相互理解の推進 

   ○多様なツールによる情報提供が拡大 

市民と行政との情報共有は、従来の広報紙に加え、効果的、効率的に

受発信するため、ホームページやみょうこう安全安心メールなどのメー

ル配信サービス、さらにＳＮＳといったＩＣＴなどを活用することによ

り、情報共有の拡大や利用者の利便性の向上につながりました。 

 

○市民意見による事業の見直しを実施 

行政への市民参画の拡大や開かれた市政を実現するため、市民で構成

する行政改革市民検討会が事業の評価を実施し、いただいた意見を事業

に反映して参りました。また、市民が気軽に市政へ意見や要望を伝える

ことができる「市長への手紙」などを積極的に活用するとともに、新た

に地図情報アプリ「Ｍレポ※１」を活用して市道の破損状況等を通報する

システムを導入するなど、市民の市政への参画意識の高揚に努めました。 

   ※１「Ｍレポ」とは、妙高レポートの略です。 

 

 

 

①健全な財政運営の推進 

○収納率が向上、ふるさと納税による寄附金増加 

自主財源確保では、市税の収納率を向上するため、履行監視や訪問徴

収、丁寧な納税相談など取組を強化したことで収納率は１．３９ポイン

ト改善し９８．７２％まで向上しました。 

また、「ふるさと納税」においては、インターネット専門サイトの活用

や当市ならではの返礼品を用意するなど、取組を強化したことにより、

寄附額は平成２７年度３２，４６１千円に対し平成２９年度は６４，１

９０千円と過去最高額になるなど、地道な取組が実を結んでいます。 

 

 

 

 

 

 

（２）経営的視点による持続可能な行財政運営の推進 
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○事業の「選択と集中」の強化 

    「第２次妙高市総合計画」に基づく重点プロジェクトを中心に政策効果

の高い事業の選択と集中を図り、計画的な投資を行いました。また、歳

出の削減を図るため、必要性や有効性、効率性や公平性に主眼をおき、「事

務事業総点検」を実施した結果、廃止、見直し、縮小により、平成３０

年度予算と比較し、令和元年度予算で約７千５百万円の削減効果を得る

ことができました。 

 

○受益と負担の公平性確保 

公共施設の使用料については、平成３０年度に５０施設３０７種類を

対象に見直しを実施し、１５施設７３種類の使用料等を改定し、これに

より年間約１千万円の増収が見込まれています。 

また、人口減少等に伴う減収、施設更新などを想定し、ガス上下水道

料金を改定したことで、経営が安定し企業会計は黒字を維持しています。 

 

○財政指標の改善 

新規地方債の発行抑制や地方交付税の算入率が高い優良債の活用、地

方債残高を抑制するための繰上償還の実施など、健全な行財政運営に努

めた結果、実質公債費比率は平成２７年度９．７％に対し平成３０年度

８．２％、将来負担比率も平成２７年度１８．９％に対し平成３０年度

３．８％と財政指標が改善しています。 

 

 

②質の高い行政体制の確立 

○職員研修の拡充と意識改革運動を強化 

市民が求める行政サービスを提供できるよう、職員一人ひとりの能力

を最大限に伸ばす人材育成策として、専門研修の選択項目の拡大や一人

１自主研修の新設など、主体的・自発的に能力開発ができるよう職員研

修を拡充しました。 

また、職員の行動規範である「はねうま運動」の取組を強化し、質の

高い行政サービスの提供に努めた結果、市役所利用者アンケートの平均

評点は、５点満点中、４．６点と高い評価をいただくなど、成果が現れ

ています。 

 

  ○不適合サービスが減少 

ＩＳＯ規格に基づく、「統合マネジメントシステム」により、事業や業

務の目標設定、執行管理や業務手順を明確にし、日常業務の執行や事業

の継承に活用するなどの取組を進めた結果、外部審査機関による審査に

おいて不適合が減少し、ＩＳＯ規格に対する職員意識の定着化が図られ

ています。 
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③効率的な行政活動の推進 

○マイナンバー制度の活用を開始 

市民の利便性の向上などを図るため、マイナンバー制度を活用した住

民票などの各種証明書が年間、終日に渡り、全国のコンビニで交付が可

能となったことや、自治体間の情報連携により市民の利便性向上や手続

きの簡素化、ペーパーレス化による行政業務の効率化にも繋がりつつあ

ります。 
 

○ガス上下水道事業の民間委託の新たな展開 

これまで、下水道事業の施設管理を民間に委託してきましたが、新た

にガス・水道事業の施設管理を民間に委託する中で、安定したライフラ

インを提供しています。 

また、ガス事業の譲渡及び上下水道の包括委託などについて、今後の

在り方の検討を開始することで、人口減少や職員の高齢化、技術の継承

問題などの課題に対応するとともに、将来のライフラインの安定供給を

目指しています。 
 

○公共施設等総合管理計画及び個別施設計画を策定 

公共施設の適切な配置と管理運営を行うため、「公共施設有効活用・再

配置計画」に基づき、機能移転や廃止等を進めました。 

一方で、公共施設等の全体の状況や将来見通しを分析し、継続管理、

更新等の在り方の基本方針を定めた「公共施設等総合管理計画」を策定

した後、各施設の維持管理や更新、財政負担の軽減・平準化、効率的運

営等についての見通しを立てるため「個別施設計画」を策定しました。 

また、特に市民生活に関係のある下水道事業では、斐太地区農業集落

排水区域を新井地区公共下水道区域に統合し、処理施設を一本化し、効

率的な施設の運用が始まりました。 

 

５ 残された課題 

（１）コミュニティ活動や協働活動の停滞 

    人口減少や少子高齢化、過疎化は急速に進んでおり、人手・担い手が

不足し、地域コミュニティ活動や協働活動の停滞が深刻化しつつありま

す。 

これまで、当たり前のように行われていた地域コミュニティ活動や協 

働活動は、こうした背景により地域内の繋がりが薄れ、特に中山間地域 

等の人口の少ない地域コミュニティでは、地域が主体となった課題解決 

に向けた話し合いを行うことが難しくなり、組織や活動の維持、存続が 

課題となってきています。 

また、それ以外の地域コミュニティでも、その運営や活動を担う人材 
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の確保が厳しく、地域や地区ごとに課題も異なることから、実態に合わ

せた多様な支援や協働の在り方、組織の見直しや運営を支援する仕組み

づくりなどの検討を進める必要があります。 

こうした地域実情の変化や自治の根幹をなす地域の維持などは、人口

減少により生じる大きな課題であり、これまで行政改革として、市民と

行政の協働のシステムを作るといった取り組みを進めて参りましたが、

「地域協働」は、今、具体的なアクションが求められていることから、

第３次妙高市総合計画の主要施策として位置付け、取り組みを強く進め

る必要があります。 

 

（２）ＩＣＴ分野の発展に伴う効率的な行政運営 

多様なニーズに合わせ、行政制度の専門性が高まり高度化が必要不可

欠となる中、こうした業務を支援するために必要な管理システムも複雑

化しています。このため、各種システムのスリム化、簡素化を図るとと

もに、統合やコストダウンを意識し、他自治体との連携による共同利用

の検討や国が進める住民記録システム、基幹系システムの標準仕様化に

基づく取組を進める必要があります。 

また、ＩＣＴやマイナンバーカードの活用による健康保険証利用、電

子申請によるペーパーレス化の推進など、これまでにない新たな取組に

よる「業務の効率化」と住民サービスの向上策を同時に進めるとともに、

専門性の高い分野においては、技術・専門職員の継承などに課題もある

ことから、民間等へのアウトソーシングに取り組むなど、効率的な行政

運営を推進する必要があります。 

 

（３）限られた職員での行政運営 

市民ニーズの多様化に対応するため、行政制度が細分化され、それに

伴い業務内容は専門性が増すなど、これまでの定型的な業務や一律の支

援制度では課題を解決することが難しく、市民や関係者等との十分なコ

ミュニケーションを行いながら、住民サービスの向上につなげていくこ

とのできる創造的な業務を担うことができる職員や、自らが地域コミュ

ニティの一員として住民とともに課題や問題を語り合い、考え、解決す

ることができる職員が求められています。 

また、人口減少に伴い社会全体の人手や担い手が不足する中、限られ

た人数の職員で質の高い行政運営を行う必要があり、職員個々のスキル

の向上が求められています。 

このことから、ＩＣＴなどを活用した業務の効率化を進めることによ

って生み出された時間を有効に利用し、これまで以上に住民に寄り添っ

た仕事を進めるとともに、自己研鑽できる環境を整え、職員研修制度の

充実やワーク・ライフ・バランスの推進などにより、働く環境を改善し、

高いモチベーションを持って常に新たなチャレンジを行うことのできる

職員の育成に取り組む必要があります。 
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（４）健全な行財政運営の継続 

現在のところ、財政健全化判断比率が改善するなど、健全な財政状況が維

持できていますが、今後、人口減少に伴う生産年齢人口の減少による市税の

減収が見込まれる中、社会保障関係や人口減少対策事業費の増加、統合園、 

図書館の整備、クリーンセンターの大規模改修などの大型建設事業を控えて

おり、収支不足を基金の取り崩しや地方債の発行で補うことで、財政指標の

悪化が懸念されています。 

引き続き、財源確保、事務事業の見直しを図り、健全な行財政運営に努め

る必要があります。 
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Ⅱ 行政改革大綱の目標 

 

 

 

 

 

人口減少による自治体規模が縮小する中、市民生活に不可欠な行政サービ

スを持続的、効果的に提供するためには、ＩＣＴや民間が持つ知的資源の導

入、アウトソーシングを進めるなど、市民等の利便性向上と自治体業務のス

リム化を図るため、「スマート自治体の実現」が必要となっています。 

また、職員が能力を最大限に発揮できる働きやすい職場づくりや、高いモ

チベーションを維持し、職員自らが地域マネジメントに携わり、地域から信

頼される柔軟な人材を育成するため「職員イノベーション※１を推進」します。 

さらに、人口減少に伴う、生産年齢人口の減少による市税の減収が進む一

方で、高齢化に伴い社会保障経費等の増加が見込まれることから、重点的に

解決するべき課題や真に必要な事業に特化した取組を進めるなど、歳入規模

に見合った歳出構造への転換を図るため、健全で計画的な財政運営を目指し

「財政運営の強化」に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 職員イノベーションとは、活気ある職員の育成や、やる気のある職員の育成など、

職員自身の改革を進めるもの。 

 

 

 

 

１ スマート自治体の実現 

２ 職員イノベーションと組織の最適化 

３ 財政運営の強化 

 

社会情勢の変化 新しい行政課題 第７次から残された課題 

第８次行政改革 

改革を進める３つの視点 

スマート自治体の実現 

職員イノベーションと組織の最適化 

財政運営の強化 
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Ⅲ 行政改革大綱の体系 

 

 

 

 

 

 

   

    

○効果的・効率的な行政システムの構築 

①スマート自治体を実現する組織体制の整備 

②ＲＰＡを活用した定型業務の自動化 

   ③システムの統合や広域的な共同利用 

   ④ＩＣＴを活用した行政サービスの利便性向上 

⑤専門性の高い業務のアウトソーシング 

 

 

   

    

○多様性のある職員育成と働きやすい組織づくり 

①職員が能力を発揮できる働きやすい組織づくり 

②研修やОＪＴの充実による専門性の確保と能力開発 

 

 

 

 

   ○計画的な財政経営の推進 

   ①中期的な財政推計を踏まえた財政運営 

②税外収入の確保 

   ③公共施設の適切な配置と計画的な維持管理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第８次行政改革大綱  

１ スマート自治体の実現 

 

２ 職員イノベーションと組織の最適化 

 

３ 財政運営の強化 
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Ⅳ 行政改革大綱の重点項目  

 

 行政改革の目標を達成するため、次の重点項目に取り組みます。 

 

 

 

 

○効果的・効率的な行政システムの構築 

人材不足が進む中、限られた人的資源でも行政サービスの質や水準を持続

し、かつ高め、効果的に業務を進めるため、ＳＤＧs の理念を取り入れなが

ら、「スマート自治体の実現」を柱とした新しい行政システムの構築に取り

組み、業務の効率化や高度化、あるいは最適化を行い、行政サービスにおけ

る利便性や安全性を高めるほか、自治体業務のスリム化を図ります。 

具体的には、妙高市地域情報化基本計画を踏まえ、ＩＣＴを活用した省力

化や利便性向上に寄与する新たな行政基盤の構築のほか、専門的な業務のア

ウトソーシングに取組ます。    

 
 

【取組項目】 
 
 

  スマート自治体を実現するため、専門的な部門を新設するとともに、民間

企業の人材などを活用した効率的、機能的な組織体制を構築します。 

 

  

定型的な業務は、ＲＰＡの導入を積極的に進め、業務の自動化を図ります。

また、行政サービスの基本となる定型業務や共通業務を自動化することは、

業務効率を高めるだけではなく、こうした取組で生み出された時間により、

山積している行政課題への対応や自己研鑽などに力を注ぐことができます。 

 

 

多様な市民ニーズを実現するため、行政が担う業務は専門性や高度化が求

められています。こうした業務を管理するシステムは細分化、複雑化し、複

数のシステムが混在しています。そのため、各種システムの統合やコストダ

ウンを意識し、他自治体との連携による共同利用の検討や国が進める基幹系

システムの標準仕様化に基づく取り組みを進めます。 

 

 

市役所の利便性、行政サービスの質の向上を図るため、ＩＣＴを活用した

取り組みを進めます。行政サービスの基本となる窓口相談や書類申請につい 

ては、スマートフォンを利用したチャット形式による問い合わせやマイナン

バーカードを活用した在宅電子申請など、行政サービスのデジタル化を進め

ることで、多様なライフスタイルに対応した、いつでも気軽に利用できる行

②ＲＰＡを活用した定型業務の自動化 

③システムの統合や広域的な共同利用 

④ＩＣＴを活用した行政サービスの利便性向上 

①スマート自治体を実現する組織体制の整備 

１ スマート自治体の実現 
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政サービスの提供に繋がり、市民の利便性と行政の業務効率の向上の双方に

効果が期待できます。 

 

 

情報化やガス上下水道、保育園、認定こども園、地域包括支援センター、

健診などの専門性の高い業務については、民間活力の活用を検討し、実現可

能なものから優先的にアウトソーシングを進め、行政のスリム化とより良い

サービスの提供に努めます。 

 
 

 

 
 

○多様性のある職員育成と働きやすい組織づくり 

市民ニーズが多様化する中、市民から満足してもらえる行政サービスを提

供するには、常に市民の目線や価値観で物事を捉える考え方を持ち、今、市

民は何を望んでいるのかを常に把握し、理解することがより重要になること

から、行政改革の取組によって生み出された時間で山積している行政課題に

対応するとともに、職員の育成や能力開発に取り組みます。 

そのためには、組織全体はもとより、職員一人ひとりに「専門性」、「創造

性」あるいは、「コミュニケーション能力」などを兼ね備えた職員像が求めら

れていることから、それを後押しできる組織機構・体制の見直しや働き方改

革を推進し、職員は自らが住むまちの将来像や自分の目指すべき姿を描き、

多様化、高度化する地域課題や業務に高いモチベーションで、積極的にチャ

レンジする姿勢を常に持ち続けることのできる職員を目指し、職員自身の改

革「職員イノベーション」を推進します。 

 

【取組項目】 

 

時間外勤務の適正な管理や時差出勤の活用、テレワークの検討など、働き

方改革やタイムマネジメントを進めるとともに、育児や介護などへの配慮も

踏まえた働きやすい職場づくりに取り組み、職員が自己の能力を最大限発揮

できる環境を整えます。 

また、今後の職員数の縮減に対応しつつ、サービスの質を維持・向上させ、

市民ニーズや新たな行政課題に迅速に対応できるよう、簡素で柔軟性、機動

性のある組織づくりを進めます。 

 

 

職員ひとり一人が行政のプロフェッショナルとして、常に問題意識や改善

意識を持って職務に当たるとともに、必要となる政策立案力、判断力、調整

力、実行力などを身に付けるため、引き続き「はねうま運動」や日常業務、

現場でのＯＪＴに取り組みます。また、大学と連携した政策形成研修などの

専門研修の拡大、職員が自ら学ぶ取り組みや自主研修グループに対する支援

を充実します。 

⑤専門性の高い業務のアウトソーシング 

①職員が能力を発揮できる働きやすい組織づくり 

②研修や OJT の充実による専門性の確保と能力開発 

２ 職員イノベーションと組織の最適化 
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○計画的な財政経営の推進 

これまでの健全な財政運営の推進により、実質公債費比率や将来負担比率

は改善され、安定した財政運営が行われているものと判断できます。 

しかし、今後は、人口減少に伴う生産年齢人口の減少などによる市税収入

の縮小や高齢化に伴う各種社会保障関連経費の増大、クリーンセンターの大

規模改修や図書館の更新、統合園の新設など、大規模建設事業が予定され、

歳入の減少とは反対に財政需要の増加が見込まれており、引き続き健全な財

政運営に努め、計画的な行財政運営を推進します。 

 

【取組項目】 

 

将来見込まれる財政負担を適切に分析した、中期的な財政フレームである

「財政計画」に基づく健全な財政運営を進めます。 

 

 

引き続き、未利用財産の売却や貸付けを推進するほか、ふるさと納税制度の

活用などに取り組むとともに、新たな税外収入の確保策を検討します。 

 

 

「公共施設等総合管理計画」や「公共施設個別施設計画」、「公共施設有効

活用・再配置計画」に基づく施設の修繕や廃止、適切な配置に取り組みます。

併せて、将来に向けた投資的な財政需要のための基金の有効活用を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①中期的な財政推計を踏まえた健全な財政運営 

②税外収入の確保 

③公共施設の適切な配置と計画的な維持管理 

３ 財政運営の強化 
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Ⅴ 行政改革大綱の進め方  

 

１ 推進期間 

 本大綱の推進期間は、これまでの行政改革や第３次妙高市総合計画の計画期間と合わせ、

令和２年度から令和６年度までの５ヵ年とします。 

 

２ 実施計画 

 行政改革大綱の達成に向け、実施計画を策定します。実施計画では、達成目標及び達成

年度の明確化を図ります。 

 また、定期的に実施計画の進捗状況を調査し、市民へ公表します。 

 

３ 庁内の推進体制 

 行政改革を推進するにあたっては、副市長を本部長とする行政改革推進委員会を中心に、

全庁的に取り組みます。 

 

４ 市民検討会の設置 

 行政改革を進めるうえでは、市民の理解と改革に対する連携・協力が不可欠です。この

ため、市民各層で構成する市民検討会を設置し、検討・協議を通じてその意見を改革に反

映します。  

 

５ 大綱及び実施計画の見直し 

 社会経済情勢の変化などに柔軟に対応できるよう、大綱及び実施計画は必要に応じて見

直しができるものとします。  
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Ⅵ 資料 

 ＳＤＧｓの１７のゴールと自治体行政の関係 

 

 

ゴール（目標） 自治体行政の果たし得る役割 

 1.貧困をなくそう 

自治体行政は貧困で生活に苦しむ人々を支援する上で最も適したポジションにいま

す。各自治体において、すべての市民が必要最低限の暮らしを確保することができる

よう、きめ細やかな支援策が求められています。 

 2.飢餓をゼロに 

自治体は土地や水資源を含む自然資産を活用して農業や畜産などの食料生産の支援を

行うことが可能です。そのためにも適切な土地利用計画が不可欠です。公的・私的な

土地で都市農業を含む食料生産活動を推進し、安全な食料確保に貢献することもでき

ます。 

 3.すべての人に健康と福祉を 

住民の健康維持は自治体の保健福祉行政の根幹です。国民皆保険制度の運営も住民の

健康維持に貢献しています。都市環境を良好に保つことが住民の健康状態を維持・改

善に必要であるという研究も報告されています。 

 4.質の高い教育をみんなに 

教育の中でも特に義務教育等の初等教育においては自治体が果たすべき役割は非常に

大きいといえます。地域住民の知的レベルを引き上げるためにも、学校教育と社会教

育の両面における自治体行政の取組は重要です。 

 5.ジェンダー平等を実現しよう 

自治体による女性や子供等の弱者の人権を守る取組は大変重要です。また、自治体行

政や社会システムにジェンダー平等を反映させるために、行政職員や審議会委員等に

おける女性の割合を増やすのも重要な取組といえます。 

 6.安全な水とトイレを世界中に 

安全で清潔な水へのアクセスは住民の日常生活を支える基盤です。水道事業は自治体

の行政サービスとして提供されることが多く、水源地の環境保全を通して水質を良好

に保つことも自治体の大事な責務です。 

 7.エネルギーをみんなに そしてクリーンに 

公共建築物に対して率先して省エネや再エネ利用を推進するほか、住民が省・再エネ

対策を推進するのを支援する等、安価かつ効率的で信頼性の高い持続可能なエネルギ

ー源利用のアクセスを増やすことも自治体の大きな役割といえます。 

 8.働きがいも経済成長も 

自治体は経済成長戦略の策定を通して地域経済の活性化や雇用の創出に直接的に関与

することができます。また、勤務環境の改善や社会サービスの制度整備を通して労働

者の待遇を改善することも可能な立場にあります。 

 9.産業と技術革新の基盤をつくろう 

自治体は地域のインフラ整備に対して極めて大きな役割を有しています。地域経済の

活性化戦略の中に、地元企業の支援などを盛り込むことで新たな産業や新しい価値を

創出することにも貢献することができます。 



 

18 

ゴール（目標） 自治体行政の果たし得る役割 

 10.人や国の不平等をなくそう 

差別や偏見の解消を推進する上でも自治体は主導的な役割を担うことができます。少

数意見を吸い上げつつ、不公平・不平等のないまちづくりを行うことが求められてい

ます。 

 11.住み続けられるまちづくりを 

誰一人取り残されることなく、安全・安心に暮らすことができる強靭で持続可能なま

ちづくりを進めることは首長や自治体行政職員にとって究極的な目標であり、存在理

由そのものです。都市化が進む世界の中で自治体行政の果たし得る役割は益々大きく

なっています。 

 12.つくる責任 つかう責任 

環境負荷削減を進める上で持続可能な生産と消費は非常に重要なテーマです。これを

推進するためには市民一人ひとりの意識や行動を見直す必要があります。省エネや 3R

の徹底など、市民対象の環境教育などを行うことで自治体はこの流れを加速させるこ

とが可能です。 

 13.気候変動に具体的な対策を 

気候変動問題は年々深刻化し、既に多くの形でその影響は顕在化しています。従来の

温室効果ガス削減といった緩和策だけでなく、気候変動に備えた適応策の検討と策定

を各自治体で行うことが求められています。 

 14.海の豊かさを守ろう 

海洋汚染の原因の 8 割は陸上の活動に起因していると言われています。まちの中で発

生した汚染が河川等を通して海洋に流れ出ることがないように、臨海都市だけでなく

すべての自治体で汚染対策を講じることが重要です。 

 15.陸の豊かさも守ろう 

自然生態系の保護と土地利用計画は密接な関係があり、自治体が大きな役割を有する

といえます。自然資産を広域に保護するためには、自治体単独で対策を講じるのでは

なく、国や周辺自治体、その他関係者との連携が不可欠です。 

 16.平和と公正をすべての人に 

平和で公正な社会を作る上でも自治体は大きな責務を負っています。地域内の多くの

市民の参画を促して参加型の行政を推進して、暴力や犯罪を減らすのも自治体の役割

といえます。 

 17.パートナーシップで目標を達成しよう 

自治体は公的／民間セクター、市民、NGO／NPO などの多くの関係者を結び付け、パー

トナーシップの推進を担う中核的な存在になり得ます。持続可能な世界を構築してい

く上で多様な主体の協力関係を築くことは極めて重要です。 

 

 

 

 

※「私たちのまちにとっての SDGs（持続可能な開発目標）-導入のためのガイドライン- 2018 年 3 月版（第 2 版）」 

（自治体 SDGs ガイドライン検討委員会編集）を参考に作成  


